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   Anticipated scenarios of restoration process associated with critical infrastructures such as electric power supply 
systems, gas supply systems, water treatments, and communication networks due to a seismic disaster are 
quantitavely modeled. Current operational plans for disaster prevention offered by stakeholders associated with 
subject critical infrastructures distributed in the Tokyo metropolitan area, are analyzed based on the graph theory. 
The related interdependency is modeled and analyzed by selecting the dominant events in the restoration process and 
by idealizing them as a directed graph.  
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１．はじめに 
 
 現代社会における行政・経済・社会活動は，電力，都

市ガス，上下水道，通信，道路等のライフラインに強く

依存しており，ライフラインが停止・寸断した場合の被

害は直接的，間接的な影響を含め，広範囲に及ぶ．その

ため，ライフラインのシステム信頼性を確保するために

は，被害の予防・抑制を目的とした事前対策と同時に，

機能停止時における被害波及の阻止や早期復旧等の総合

的な対策が求められる．中でも，災害発生直後のライフ

ラインに関連した応急復旧活動はその後の社会全体の復

旧活動に大きく影響を与えるため，これらの効率化は特

に重要となる． 
 ライフラインに対する復旧活動の効率化に資する研究

は数多く成されており，例として，星谷・宮崎 1)，

Kozin and Zhou2)，佐藤・一井 3)，Chang et al.4)の研究が

挙げられる．これらの研究はいずれも信頼性工学をベー

スとし，ライフラインネットワークの早期機能回復を目

的とした復旧資源の分配及び修繕の優先順位決定等，工

学的な観点から復旧戦略の検討を行っている．一方で，

ライフラインの復旧活動の進捗には，他のライフライン

の機能や被害状況が影響することが知られている．その

ような相互連関に着目した研究としては，星谷ら 5)，能

島・亀田 6)の研究が挙げられる．特に文献 6)では，ライ

フラインの相互連関を物理的被害波及，機能的被害波及，

復旧支障，代替機能，複合災害の 5 つに分類し，それぞ

れ定義づけを行っている．これらの各項目を本研究で対

象とする復旧活動の観点から見ると，直接的には復旧支

障と関連するが，その他の項目も復旧活動に関する情報

や復旧要員，復旧資機材のやりとりとして顕在化すると

考えられる．物理的被害波及の事例としては例えば，電

力事業者の管理する電柱に通信線が共架されている場合，

電柱の損壊が通信線の損傷を引き起こし，電力事業者と

通信事業者間で復旧調整を行う必要が生じる．このよう

な相互連関による復旧活動への影響を評価した事例とし

ては野田・西村 7)，秦・目黒 8)による研究が挙げられる．

これらの研究は，水道事業者の差し水による埋設ガス管

の復旧支障や道路被害による人員参集への影響等，ライ

フラインの復旧活動における相互連関の影響を定量的・

定性的に明らかにしている． 
 以上に示した既往研究の視点は，まず復旧要員や資機

材の分配の最適化に関するものが主であり，復旧活動全

体を見通し，復旧に関する情報，復旧要員，復旧資機材

の流れを構造化した研究は少ない．本研究ではそれらを

まとめて復旧資源と定義する．そのような復旧資源の流

れはライフラインの物理的な機構や復旧態勢により異な

ると考えられるが，この様な観点からの考察も十分でな

い．さらにライフラインの復旧活動における相互連関の

影響に着目した研究はわずかであり，特に前述した復旧

資源の流れが相互連関の中でどのようにふるまうのかは

十分に検討されていない． 
 そこで本研究では，各ライフラインの復旧活動に関す 
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 復旧活動項目間のやりとり 

     地震災害・当該ライフライン施設等 

     の被害情報のやりとり 

     復旧要員関係のやりとり 

     復旧資機材関係のやりとり 

 

 復旧資源の流れ 

*     該当項目から関連項目への流れ 

*     関連項目から該当項目への流れ 

復旧活動項目 

図 1 電力の場合の応急復旧シナリオ表の概略(文献 9)より抜粋し，加筆) 

 



 

  
 

主体A 主体B 主体C

災害発生 1 本部設置
→2

4 被害調査
→2,5,6

2 情報集約
→3，←1,4

5 応援要請
→→7，←4

1時間 3 復旧計画作成
→6

7 応援派遣
←←5, →→6

24時間 6 復旧作業
→4，←3，←←7
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応急復旧シナリオ表

有向グラフ

隣接行列

(72時間)
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リ
ン
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リンク

る個々の復旧活動項目を明らかにし，各項目間でやりと

りされる復旧資源の流れをネットワークとしてモデル化

する．その際には，ライフラインの中でも特に社会への

影響力が強いシステムとして，電力，都市ガス，通信，

上水道，下水道の 5 つを取り挙げ，復旧活動の具体的な

期間としては，災害発生直後よりおよそ 72 時間までの

応急復旧活動期を対象とした．このような復旧資源の流

れに関するネットワークモデルは，復旧活動の全体像を

把握する上で有効である．これらが明らかとなれば，次

の段階として各項目に必要な復旧資源の質や量をモデル

に組み込み，その影響や感度を分析を行うことができる．

その結果，地方自治体や当該ライフライン事業者が事前

に被害想定を行ったり，防災計画を立案する際において，

より現実的で有用な情報を与えると考えられる．なお，

本稿では上述したネットワークモデルの構築に焦点を当

てており，復旧資源の質や量を考慮した評価は今後の課

題である． 
 
 
２．応急復旧活動のモデル化及び定量的分析 

 
(1) 応急復旧活動のモデル化 
 豊田・庄司 9)は，ライフライン事業者の防災業務計画

画及びマニュアルから応急復旧活動を構成する項目(以
下，復旧活動項目)を抽出し，それらに関わる主体及び

時系列での流れの観点から整理することで，各ライフラ

インの応急復旧活動のシナリオを表の形で表現している

(以下，応急復旧シナリオ表)．ここでは電力の応急復旧

シナリオ表を模式的に表したものを図 1 に示す．なお，

文献 9)で作成されたシナリオは首都直下地震を想定した

場合の東京都に関わるライフライン事業者を対象とした

ものであり，具体的には東京電力株式会社，東京ガス株

式会社，東日本電信電話株式会社，東京都水道局，同下

水道局を取り挙げている．それらの特徴に関しては文献

9)において定性的に分析されている．  
 図 1 の横軸は当該事業者の応急復旧活動に関連する全

ての主体を，縦軸は地震発生直後から 72 時間までの時

間の流れを表し，「どの主体がいつどのような応急復旧

活動を行うのか」を復旧活動項目として定義し，表の形

でまとめている(1)．また，復旧活動項目間の関係は，1)
地震関連情報や当該ライフライン施設等の被害情報，2)
復旧要員並びに 3)復旧資機材に関わるやりとりの 3 つに

分類され，各項目の表記の下に矢印で示されている． 
 本研究では，地震発生直後からおよそ 72 時間までの

復旧活動項目間の関係を 1 つのネットワークと見なした

上で，各復旧活動項目をノード，復旧活動項目間の情報，

ヒト，モノのやりとりをリンクとして抽出し，図 2 に示

すように有向グラフでモデル化した．その結果，電力の

応急復旧シナリオはノード数 73，リンク数 236，ガスの

場合はノード数 66，リンク数 187，通信の場合はノード

数 63，リンク数 149，上水道の場合はノード数 82，リ

ンク数 240，そして下水道の場合はノード数 56，リンク

数 123 のネットワークとしてモデル化された．次にそれ

に基づく隣接行列を構築する．ここでの隣接行列とは，

復旧活動項目間の直接的な関係を 2 次元配列で表現した

ものであり，復旧活動項目 i と j の間にやりとりがある

場合には隣接行列の(i,j)成分に 1 を，やりとりがない場

合には 0 をそれぞれ入力し，2 つの復旧活動項目間の関

係を[0,1]で表現する．応急復旧シナリオから有向グラフ

及び隣接行列の作成例を図 2 に示す． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 応急復旧シナリオから有向グラフ及び隣接行列 

       作成の流れ 

 

(2) 復旧活動項目の関連度ならびに影響度の評価 

 本 研 究 で は ， Decision Making Trial & Evaluation 
Laboratory method 10)の考え方を参考として，前節の方法

で構築した有向グラフの構造モデル化を行った．その際

には，図2において，ある復旧活動項目iに着目した上で，

復旧活動項目iが他の復旧活動項目に与える影響の大き

さを隣接行列の行和Xiで表し，また，復旧活動項目iが他

の復旧活動項目から受ける影響の大きさを隣接行列の列

和Yj (j=i)で表すことで，グラフ内における各復旧活動項

目の特徴を次式より求められる関連度Riならびに影響度

Iiの2つの指標で表現する．  

jii YXR +=  [1] 

jii YXI −=  [2] 

ここでRiは，当該復旧活動項目iが他の復旧活動項目に与

えた影響Xiと復旧活動項目iが他の復旧活動項目から受け

た影響Yjの和であり，グラフ内における当該復旧活動項

目iの他の復旧活動項目との関連の程度を表す．またIiは，

当該復旧活動項目iが他の復旧活動項目に与えた影響Xiと

復旧活動項目iが他の復旧活動項目から受けた影響Yjの差

であるため，復旧活動に対して実質的に与える影響を定

量化できる． 
さらに本研究では，これら2つの指標を用いて各復旧

活動項目に2次元座標(Ri,Ii)を定義し，これらの座標に基

づいて，有向グラフを定量的にネットワークとして視覚

化した．以上の手法を用いて，各ライフラインの応急復

旧シナリオを有向グラフでモデル化した結果を図3に示

す．なおその際には，前述した関連度Ri及び影響度Iiを

基準化した値(以下，基準化関連度並びに基準化影響度

と呼ぶ)であるSRiとSIiをそれぞれ横軸及び縦軸にとるこ

とで各復旧活動項目の座標を規定し，さらに復旧活動項

目間の関係を矢印で示した．関連度及び影響度の基準化

に関しては，式[1],[2]で算出したRi及びIiを理論上考え得

る最大値で除したものをNRiとNIiとし，式[3],[4]のよう

に定義する． 

)1(2/)( −+= nYXNR jii
         [3] 

)1/()( −−= nYXNI jii               [4]  
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(a) 電力(Nn=73, Nl=236) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 通信(Nn=63, Nl=149) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(e) 下水道(Nn=56, Nl=123) 
 

図3 ライフライン復旧シナリオの関連度－影響度 

(Nn：ノード数，Nl：リンク数) 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) ガス(Nn=66, Nl=187) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d) 上水道(Nn=82, Nl=240) 
 

このとき，関連度の最大値は，当該復旧活動項目を除く

すべての復旧活動項目へ連結し(Xi=n-1)，かつ当該復旧

活動項目を除くすべての復旧活動項目から連結されてい

る場合(Yj=n-1)であるため，2(n-1)となる．また，影響度

の最大値は，当該復旧活動項目を除くすべての復旧活動

項目へ連結し(Xi=n-1)，かつ当該復旧活動項目を除く他

の復旧活動項目のいずれからも連結されていない場合

(Yj=0)であるため，(n-1)となる．当該復旧活動項目を除

く理由としては，図1に示したような応急復旧シナリオ

では復旧活動項目が時系列で整理され，同一項目間での

情報又は復旧要員あるいは資機材のフィードバックは発

生しないためである．以下，応急復旧活動において特に

重要となる「情報集約」「安否確認」「復旧計画作成」

「後方支援」「復旧作業」の5つの項目について，関連

度と影響度の面からその特徴を考察する． 
まず，各事業者の地震被害及び復旧活動に関する情報

を収集する「情報集約」活動に関して，災害発生直後に

おいては，電力の場合は給電指令所，ガスの場合は防災

供給班内の供給指令センター ，通信の場合はネットワ

ークセンターそして上水道の場合は水運用センターのよ

うな，24時間体制でネットワークを監視している施設の

役割が大きく，関連度は0.05～0.10，影響度は0近傍を示

した．また，災害対策本部設置後では，事業者外との情



 

  
 

報のやりとりの窓口となる項目が電力で0.20，ガスで

0.21，通信では0.19と高い関連度を示し，影響度につい

ては他の主体と相互に情報を授受するため，0付近の値

を示した．具体的には，電力の場合は情報班，ガスの場

合は防災供給班，通信の場合は情報統括班，上水道の場

合は情報班，そして下水道の場合は管理部門及び建設部

門等がこれらの活動を行う主体として挙げられる．さら

に，上水道及び下水道については，局内での情報共有や

応急復旧に関わる調整等を行うための本部会議が設けら

れ，それらに関する項目は0.10～0.15といずれも高い関

連度を示した． 
次に，職員の「安否確認」に係る項目は，いずれの応

急復旧シナリオにおいても0.06～0.15と比較的高い関連

度を示す一方で，影響度に関しては他の主体から情報を

得る必要があるため，電力では-0.26，ガスでは-0.20，通

信では-0.18，上水道では-0.17と負の高い値を示し，下水

道についても-0.02と負の値を示した．これらの活動を担

当する主体は，電力の場合は厚生班，ガスの場合は人事

班，通信の場合は総務班，上水道の場合は職員救護班，

下水道の場合は支援部門である． 
同様に，「復旧活動の後方支援」関係の項目のうち，

食糧や衣服，宿泊場所等の確保に関する活動は電力では

0.18，ガスでは0.22，通信では0.18，上水道では0.19と高

い関連度を示し，下水道に関しても0.10と比較的高い関

連度を示した．これらの調達活動を行う主体は，電力の

場合は厚生班，ガスの場合は人事班，通信の場合は総務

班，上水道の場合は職員救護班，下水道の場合は支援部

門である． 
また，復旧作業に関する要員及び資機材の確保に関す

る項目については，関連度は0.03～0.09とライフライン

に共通してやや低めであったことに対し，影響度につい

ては正と負の2つの傾向が見られた．まず電力において

は，復旧班の場合は-0.11，資材班の場合は0.06と値が正

負に別れた．その要因として，まず復旧班は各事業所と

連携して復旧方針並びに必要な応援要員を決定するため，

要請するまでに受け取る情報量が多く，逆に資材班の場

合は復旧班の作成した復旧計画等を基に資材の配備を行

うため，必要な情報量が比較的少ないためであると考え

られる．次にガスの場合は総務班の0及び資材班の-0.01
と値が0近傍の負を示したが，これは生産班・導管班・

保安班のような，当該組織へ資機材の不足情報を与える

主体数とガス協会やメーカーをはじめとする応援要請先

の主体数とがほぼ同数であったためである．また通信の

場合は，復旧調整班が所内班，所外班，建築班等からま

とめて資機材の不足情報を受け取り，グループ会社や工

事会社，輸送支援を行う事業者へ応援を要請するため，

0.06と正の値を示した．上水道及び下水道については，

上水道の場合は調達班が，下水道の場合は管理部門が復

旧資機材の調達を行うこととなっており，上下水道関係

協会をはじめ協定を結ぶ他県都市や工事会社等複数の外

部主体へ応援を要請することから，共に0.07と影響度が

正であった．その一方で，上水道の場合は総務班，下水

道の場合は支援部門による応援要請がそれぞれ-0.02，-
0.03と負の値を示したが，これらの主体は自衛隊やボラ

ンティア，東京都他局といった復旧支援要員の確保に関

して，東京都へ一括して要請を行っており，情報の送り

先が限られていることがその要因であると考えられる． 
本社等指令系での「復旧計画作成」に係る項目に関し

ても，その影響度が正と負の2つの傾向に別れた．まず

電力の場合は給電班が0.01，復旧班が0.14と共に正の値

であったが，これは給電班は給電指令所や変電所等での

系統切替作業を，復旧班は配電線や被災施設の復旧作業

を行う支店や現地作業班の活動を一括して指揮するため，

当該組織から発信される情報量が多かったためである．

一方，ガスの場合は管路や需要家施設の復旧を担当する

保安班・導管班及び防災・供給班がそれぞれ0.08，0.06，
0.03と正の値を示し，ガスの生産活動を担当する生産班

は-0.02と負の値を示した．これは，前者が管理する管路

の復旧状況を踏まえた上で，ガスの生産活動を調整する

必要があり，そのため生産班の受け取る情報が比較的多

くなるためだと考えられる．同様の傾向として，下水道

の場合は管路及び処理場復旧を担当する管理部門につい

ては0.07と正の値を示したが，工事現場や建物の復旧を

担当する建設部門では0であった．これは，管路や処理

場といった下水道システムの復旧状況を勘案して後者の

復旧が調整されるためと考えられる．また通信では，所

外班の-0.06，所内班の-0.11，建築班の-0.05，マスユー

ザ班の-0.03というように，関連するすべての組織で値が

負であったが，これは施設ごとに復旧を指揮する班が分

かれており，班の間での調整が必要となるためである．

同様に，上水道の場合は応急給水班による応急給水計画

の作成が0.11と正の値を示したが，浄水施設復旧班の-
0.02，配水施設復旧班の0，大規模施設復旧班の-0.01の
ように施設の復旧作業に関連した組織では影響度が負の

値を示した． 
一方で，各事業所等での具体的な「応急復旧作業の実

施」に係る項目については，指令系からの指示や資機材

及び応援要員の受け入れという観点から，0～-0.12とほ

ぼ一様に影響度が負の値を示した．これは，本分析で対

象とした復旧シナリオが地震発生から72時間以内の応急

復旧活動を対象としており，それ以降の本復旧のシナリ

オは考慮されていないためである． 
 
(3) 復旧活動項目間の連結性の評価 

 (2)で示した関連度－影響度評価においては，各復旧活

動項目が直接的に他の項目に与える影響のみを反映して

いる．そこで，間接的な影響を含めて各々の復旧活動項

目が応急復旧シナリオで果たす役割を評価するために，

任意の復旧活動項目のペアを考え，それらの連結性を

「最短経路の距離」ならびに「最短経路として選択され

た回数Si」を指標として評価した．ここで，「経路」と

はあるノードペアを連結するリンク全体のことであり，

その「距離」は通過するリンク数を示す．そのため，あ

るノードペアの「最短経路」とは，当該ノード間を結ぶ

リンクのうち，最も構成リンク数の少ないものと定義さ

れる．また，以上の作業を有向グラフ内で考えられ得る

すべてのノードペアに対して行い，各リンクが何回最短

経路を構成するリンクとして選択されたかを示す指標が

「最短経路として選択された回数」である．この時，ま

ず各ノードペアの最短経路に対して「1/最短経路の距離

(最短経路の構成リンク数)」を算出し，次にこの値を当

該ノードペアの最短経路を構成する各リンクに割り振る．

この作業をすべてのノードペアに対して繰り返した上で，

当該リンクにおけるそれらの数値を足し合わせたものを

「最短経路として選択された回数」と定義した． 
 最短経路の距離を評価指標とした理由は，復旧活動項

目間で情報，復旧要員，復旧資機材の授受が行われる際

には，経由する復旧活動項目間の距離が最小である経路

ほど現実的に選択され易いと考えられ，応急復旧シナリ

オの中でも特に重要であることが評価できるためである． 
また，最短経路として選択された回数を評価指標とした

理由は，各やりとりがどの程度頻繁に選択されているか 
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を定量化できるためである．以上の評価手法を用いて各

応急復旧シナリオを評価した結果を示す．図 4 は全ノー

ドペアにおける最短経路の距離の分布を示してており，

いずれのライフラインに関しても 3～4 前後の頻度が最

も高い結果となった．距離が 3 のノードペアの例として

は，電力の場合の「支社での修理依頼受付」→「情報班

による問い合わせ内容の集約」→「本部での復旧計画作

成」や通信の場合の「ネットワーク運営センターでの被

害情報収集」→「情報統括班による情報集約」→「所外

班での復旧計画作成」のように 1)被害情報の集約から復

旧計画の作成に至る経路の他，下水道の場合の「管理事

務所での安否確認」→「管理部門での管轄施設の状況把

握」→「事務局での職員再配置計画の作成」のように 2)
安否確認情報の復旧計画への反映経路，上水道の場合の

「応急対策会議での復旧方針の決定」→「応急給水班で

の給水計画の作成」→「営業所での応急給水活動の実

施」のように 3)復旧計画の策定から作業実施に至る経路，

さらにガスの場合の「IT 統括班による被害調査」→「応

援要請」→「日本ガス協会による復旧支援」のように 4)
被害調査から後方支援の要請に至る経路等がある．以上

の流れを図 5 にまとめる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5 復旧活動項目間の関係 
 
 なお，図 4 にはこのようなリンクを介して連結しない

ノードペアが，電力の場合 30%，ガスの場合 21%，通信

の場合 34%，上水道の場合 34%，下水道の場合 14%，

道路の場合 19%存在する．最短距離が 0 のペアとはリン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
クを介して連結していないノードの組み合わせのことで

あるが，時系列を遡るノードペアの他，各ライフライン

の応急復旧シナリオにおいて同時期に実施される復旧活

動項目は，項目間で直接的なやりとりが行われない限り，

連結しない． 
 次に図6に各リンクの最短経路として選択された回数

の分布を示す．その際には全体の傾向を把握するため，

図4の結果より，いずれのライフラインについても全ノ

ードペアの75%以上を網羅する最短経路の距離が6以下

のペアを対象に最短経路の探索を行い，各リンクの最短

経路として選択された回数の算出を行った．また，図6
には各リンクをライフライン事業者内部の主体間を結ぶ

リンク(内部×内部と表記)，事業者と外部主体を結ぶリ

ンク(内部×外部)及び外部主体間を結ぶリンク(外部×外

部)に分類して示す． 
 最短経路として選択された回数の中央値は，電力の場

合27.8，ガスの場合は48.0，通信の場合は32.5，上水道

の場合は36.1，下水道の場合は42.1であった．分布の形

状に着目すると，階級により頻度差があるものの，電力，

通信及び上水道は共に右下がりの分布を示しており，電

力及び上水道は特に1～10回の頻度が高く，通信は他の2
つと比較すると傾きが緩やかであった．一方，ガス及び

下水道には明確な減少傾向は見られなかった．次に，こ

の頻度差について詳しく見ると，各ライフラインに共通

して10～20回，中央値周辺そして100回以上のリンク数

が多いことがわかり，特にガス及び下水道でこの傾向が

顕著であった． 
 次に，具体的に最短経路として選択された回数の多い

リンクに着目すると，図 6 において青色で示される事業

者内部を結ぶリンクに関しては，電力の場合の「情報班

による被害・対応状況の集約」→「復旧班による復旧計

画の作成」(529 回)やガスの場合の「防災・供給班によ

る被害・対応状況の集約」→「製造供給計画の作成」

(129 回)に代表される情報集約と復旧計画の作成を結ぶ

被害情報の流れや，通信の場合の「総務班による社員安 

      (a) 電力(Np=5329)           (b) ガス(Np=4356)           (c) 通信(Np=3969) 

(d) 上水道(Np=6729)               (e) 下水道(Np=3136) 

図 4 最短距離の分布(Np：全ノードペア数) 
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否情報の把握」→「復旧調整班による情報集約」(201回) 
や下水道の場合の「支援部門による社員安否情報の把

握」→「本部会議」(348回)のような安否情報の流れに関

係するものが各ライフラインに共通して挙げられる．ま

た復旧要員や資機材に関係するやりとりに関しては，上

水道の場合の「情報班による被害情報の集約」→「職員

救護班による食料，宿泊場所等の確保」(370回)のような

応援要請に関連したリンクが選択される頻度が高かった． 
一方，個々のライフラインに着目すると，上水道の場

合の「浄水施設復旧班による管理施設の被害状況把握」

→「本部会議」(236回)や「応急対策会議」→「応急給水

班による給水計画作成」(149回)，また下水道の場合の

「建設部門による工事現場及び構造物の被害状況把握」

→「本部会議」(233回)や「本部会議」→「支援部門によ

る復旧要員及び資機材の調達活動」(138回)のように，上

水道及び下水道に関しては災害対策本部内で行われる会

議に関連したリンクが最短経路として頻繁に選択されて

いることがわかった．また，上水道の場合の「浄水管理

事務所による浄水場被害の調査」→「水運用センターで

の情報収集」(196回)や，通信の場合の「現地対応班の現

地調査」→「ネットワークセンターでの情報収集」(415
回)，電力の場合の「中央給電指令所での系統切り替え

作業」→「店所給電指令所での系統切り替え作業」(211
回)のように，電力，通信及び上水道に関しては，シス

テム構成施設の現状把握や系統操作指示等，監視施設が

関連したリンクが多く選択される傾向にあった． 
 
 
３. ライフラインの応急復旧シナリオにおける相互

連関 
 
 本章では，2 章で作成した応急復旧シナリオのモデル

において，各ライフライン事業者と外部主体との関係を

狭義の相互連関と定義し，図 5 において赤色で示される

ライフライン事業者と外部主体間でのやりとりの観点か 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ら主体間の関係及びその強弱をモデル化する．その際に

は，2 章(3)の結果より，ノード i の最短経路として選択

された回数 Siに着目し，式[5]を用いて標準化した値 NSi

を用いて各リンクの連結性を評価した． 
 

σ
µ)( −

= i
i

S
NS  [5] 

 
ここで，μは図 6 で示した「最短経路として選択された

回数」の分布における平均値であり，σはその標準偏差

を示す．以上の手法を用いて各ライフラインごとに評価

された復旧活動項目間の連結性を，該当する項目を実施

する主体間の連結性とし，ライフラインの復旧活動に関

わる主体の関係を定量的に評価した結果を図 7 に示す．

なお，その際には，NSiを-1.1～3.1 の間で 0.6 刻みの 7 段

階で表示している． 
 図 7 より，まず情報のやりとりに関しては，各ライフ

ラインに共通して見られた傾向として，電力の場合の

「東京都災害対策本部(以下，都本部)」→「情報班によ

る情報集約」(90 回)やガスの場合の「都本部」→「防

災・供給班による情報集約」(302 回)，通信の場合の

「都本部」→「情報統括班による情報集約」(209 回)，
上水道の場合の「都本部」→「情報班による情報集約」

(179 回)，下水道の場合の「都本部」→「局長」(178 回)
のように，災害情報の収集に関する東京都との強い関係

が見られた．特に道路関連の情報に関しては，東京都災

害対策本部内に設置される道路調整会議において集約，

共有されることになっており，各ライフラインの復旧調

整に活用される．また，各ライフラインについて具体的

に見ると，災害情報の収集に関して，電力の場合は「経

済産業省」→「情報班」(73 回)，ガスの場合は「内閣

府」→「防災・供給班」(102 回)というような関係省庁

との連絡も重要となっている．さらに，電力の場合の

「東京消防庁」→「情報班による情報収集」(55 回)やガ

スの場合の「支社による被害情報収集」→「道路管理

者」(90 回)「導管及び事業部による導管被害状況の把 

    (a) 電力(Nl=236,m=27.8)       (b) ガス(Nl=187,m=48.0)      (c) 通信(Nl=149,m=32.5) 

(d) 上水道(Nl=240,m=36.1)       (e) 下水道(Nl=127,m=42.1) 

図 6 最短経路として選択された回数の分布(Nl：リンク数，m：中央値) 
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図 7 外部主体との関連から俯瞰した相互連関モデル 

 



 

  
 

握」→「警視庁」(226 回)のように，被害情報収集及び

それらの周知に関して，電線の場合は消防，ガス管に関

しては警察及び道路管理者と強い関係にあることがわか

る．また，電力の場合はマニュアルに道路管理者との関

係が記載されていなかったが，前述した道路調整会議を

通して関連した情報を収集するものと考えられる． 
 次に，復旧要員や復旧資機材のやりとりに関係した主

体に着目すると，電力の場合の「復旧班による復旧計画

の作成」→「他電力会社による復旧支援」(56 回)やガス

の場合の「日本ガス協会による復旧支援」→「IT 統括班

による通信システム復旧活動」(131 回)，通信の場合の

「所内班による応援要請」→「工事会社による復旧支

援」(51 回)，上水道の場合の「配水施設復旧班による応

援要請」→「協定他都市による復旧支援」(85 回)や「応

急給水班による応急給水計画作成」→「自衛隊による給

水活動支援」(101 回)，下水道の場合の「支援部門によ

る応援要請」→「都本部による応援要員確保」(129 回)
のように，ライフラインごとに関係の強い主体が異なっ

た．一方で，ガスと通信に関しては，ガスの場合の「管

材班による前進基地確保」→「都本部によるオープンス

ペース管理」(93 回)や通信の場合の「総務班による中間

基地確保」→「都本部によるオープンスペース管理」

(139 回)に見られるよう，復旧拠点確保に関しては都本

部との関係が強く，復旧活動の重複によるスペースの不

足が懸念される．さらに通信に関しては，「電力関係設

備復旧に関する情報及び支援」→「電力班による電力設

備の復旧」(67 回)や「本社による応援要請」→「水道事

業者による冷却水提供」(64 回)のように電力系設備の管

理及び非常用発電機運用と共に関連した外部主体との協

力が重要であると考えられる． 
 また復旧要員や復旧資機材の輸送に関しては，通信の

場合の「情報統括班による応援要請」→「自衛隊による

輸送支援」(156 回)や上水道の場合の「都本部による緊

急通行車両確認標章の発行」→「支援部門による車両管

理」(上水道，95 回)のように自社で所有する車両の効率

的な運用だけでなく，通行証の獲得による実行力確保や，

関連した主体との協力を含めた輸送体制の確立が不可欠

になると考えられる． 

 

 

４．結論 

 

 本研究では，ライフライン事業者の防災業務計画及び

地震対策マニュアルを基に作成された応急復旧シナリオ

を有向グラフでモデル化し，それらの特徴及び外部主体

との関係を評価した．その際には，各復旧活動項目をノ

ード，項目間のやりとりをリンクとして示し，関連度・

影響度及び最短経路として選択された回数を指標として

各ノード及びリンクの特性を定量的に評価した．さらに，

ライフラインの応急復旧活動に関連する外部主体との関

係から応急復旧活動の相互連関を情報，復旧要員，復旧

資機材のやりとりの視点から規定した．以上より，得ら

れた知見は以下 4 点である． 
 1) 復旧活動項目の影響度及び関連度は，「情報集約」

に関する項目はいずれのライフラインでも関連度が高く，

影響度が 0 近傍を示した．また，災害発生直後はシステ

ム監視施設が，本部設置後は社内情報の集約を担当する

組織の役割が大きかった．「安否確認」に関する項目は，

情報の問い合わせ先が多いため関連度が高く，影響度が

負の方向に高い傾向となり，「応急復旧作業の実施」に

関連する項目は復旧計画に基づいた指示を受けるため，

ほぼ一様に負の値を示した．「復旧活動の後方支援」及

び「復旧計画作成」に関しては，ライフラインごとに特

徴が見られ，「復旧活動の後方支援」に関しては社内情

報のとりまとめ方と応援要請先の数が影響し，「復旧計

画作成」に関しては施設間の復旧優先順位の影響が見ら

れた． 
 2) 復旧活動項目間を結ぶ最短経路に関しては，いずれ

のライフラインに関しても距離が 3 になる場合が最も多

く，その例として，被害情報の集約から復旧計画の作成

に至る経路，安否確認情報の復旧計画への反映経路，復

旧計画の策定から作業実施に至る経路，そして被害調査

から後方支援の要請に至る経路が挙げられた． 
3) 各リンクの「最短経路として選択された回数」を指

標としてリンクの重要度を評価した結果，このうち事業

者内部の主体間を結ぶリンクに関しては，各ライフライ

ンに共通して情報集約と復旧計画の作成を結ぶ被害情報

や安否情報の流れ，応援の要請に関する復旧要員・復旧

資機材関係の情報の流れが選択される頻度が高かった．

一方で，個々のライフラインに見られた特徴として，上

水道及び下水道に関しては本部会議に関連したやりとり

が，また電力，通信，上水道に関してはシステム監視施

設とのやりとりが選択される頻度が高かった． 
4) 同様にライフライン事業者と外部主体との関係に着

目した結果，各ライフラインに共通して，災害情報の収

集に関する東京都災害対策本部との強い関係が見られた．

また個々のライフラインごとに見ると，電力及びガスに

関して災害情報の収集に関する関係省庁とのやりとりや

電線やガス管に関する被害情報収集及びその周知に関し

て消防・警察及び道路管理者と強い関係にあることがわ

かった．次に復旧要員及び資機材に関しては，ライフラ

インごとに関係の強い主体が異なったが，ガスと通信に

関してはオープンスペースの確保に関して東京都災害対

策本部への要請が重複し，いずれの場合も復旧活動全体

に強い関係が見られた．さらに通信に関しては電力事業

者や水道事業者のような他のライフライン事業者とも強

い関係にある．また，復旧要員や復旧資機材の輸送に関

しては，通信の場合の自衛隊による輸送支援や，上水道

の場合の東京都災害対策本部への緊急通行車両確認標章

の申請のように，車両の確保に加えた外部主体との関係

が強く見られた． 
 
 
補注 
 
(1) 文献 9)では，図 1 に示すように復旧活動に関連する主体を

横軸に，時間を縦軸に示した上で，各ライフラインの地震災害

時における応急復旧活動を定性的にモデル化している．時間の

表記に関しては，発災から 1 時間以内，1 時間～24 時間，24 時

間～72 時間の 3 フェーズに分類し，各復旧活動項目の開始時間

を示している．業務の実行は，原則的に項目の記述順に行われ

ると想定されているが，この中でも特に 1 時間以内のフェーズ

における復旧活動についてはほぼ同期的に開始されるため，特

に記述の順序は意味をなさないとしている．また，シナリオ内

の空欄は，主体により各フェーズで開始する復旧活動の量に相

違があるため，生じたものである．上記の資料中に対応時間が

明記されていないものに関しては筆者らが記載内容の文脈等か

ら推測して示している． 
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